
施策４　家庭・地域・企業等の教育力の向上　　　　
（目指す姿：全ての大人が子どもの育成に関心を持ち、かつ主体的に関わることで、子どもたちは、自らが社会の一員であると認識し、責任を自覚している。）

　　　①十分な成果が見られ、達成している　・　②一定の成果が見られ、概ね達成している　・　③一定の成果は見られるものの、やや不十分な部分も多い　・　④成果が乏しく、改善を要する

目標達成のための成果指標

重点的に取り組んだ事業

[基本事業１]　子どもへのまなざし運動の推進

１－１　子どもへのまなざし運動の推進 ＜自己評価＞概ね達成

（目標） （成果指標） R2成果 R3成果 R4成果 R4目標 調査方法

（取組）
94.9%

45.1%

93.9%

二十歳のつどい参
加者アンケート

50.0%37.3%
市民の運動への認知度を高めると共に、運動の趣旨を理解し取り組んでいる団体、校区の運動への意欲を高め、
他の団体また校区内への広がりを図る。また、家庭・地域・企業等・学校等が一体となって、社会全体で運動に取り
組む機運を高める。

子どもへのまなざし運動の認知度(新成人対象) 45.6%

・各課関連事業等でまなざし運動をＰＲ（母子健康手帳への掲載、こんにちは赤ちゃん）
・広める事業の推進（家庭・地域・企業等・学校等へ啓発グッズの配布）
・紹介する事業の推進（市報やフリーペーパー等による全市的な広報、「子どもへのまなざし運動推進専門官」によ
る情報発信、「つながるさがし」等のSNSの活用、ＦＭラジオによる運動紹介番組「まなざし放送局」の実施）
・ほめる事業の推進（まなざしキラリ賞の表彰）
・推進委員会の開催
・関係各課との連携
・地域教育コーディネーターの配置（地域の教育力の向上と子ども達のふるさと意識を高める）
・各団体との連携（佐賀大学漫画研究会、佐賀青年会議所、民生委員・児童委員）

佐賀が好きと答えた新成人の割合 94.2%
二十歳のつどい参
加者アンケート

90.0%

評価：

《判断の根拠》

《改善点》

《改善点についての対応》

基準値 目標値

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度

地域の行事や活動に参加している市民の割合 42.2% 34.7% 36.6% 33.4% 37.6% 55.0%
総合計画
市民意向調査

「子どもへのまなざし運動」の市民の認知度 36.1% 32.2% 32.5% 30.6% 32.5% 50.0%
総合計画
市民意向調査

「子どもへのまなざし運動」を意識して、子ど
もと関わるようになったと回答する市民の割合

34.4% 34.1% 33.6% 39.5% 38.6% 45.0%
教育政策市民満足度
調査（一般）

佐賀市が好きと回答した割合（小学４年生から
中学３年生）

89.6% 90.3% 90.3% 90.2% 88.3% 92.0%
教育政策市民満足度
調査（子ども）

地域の行事、社会体育活動などの活動への子ど
もの参加状況

76.4% 78.5% 72.4% 69.9% 68.2% 85.0%
教育政策市民満足度
調査（保護者）

犯罪・触法少年数が市内の小学生から20歳未満
の数に占める割合

0.19% 0.16% 0.14% 0.20% 0.27% 0.18%
佐賀北警察署及び佐
賀南警察署の統計
データ

成　　果　　指　　標 調査方法
実績値
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[基本事業２]　地域と学校の協働活動の推進

２－１　地域学校協働活動推進事業 ＜自己評価＞概ね達成

（目標） （成果指標） R2成果 R3成果 R4成果 R4目標 調査方法

（取組）

地域は子どもたちに「地域の一員」として活動す
る場を作り出していると思う保護者の割合

46.0% 45.9%

77.0%

地域は子どもたちに「地域の一員」として活動す
る場を作り出していると思う市民の割合

57.8%

80.3%

48.2%

学校と地域が連携・協働し、地域が教育活動に参画する地域学校協働活動を行うことで、子どもたちのコミュニケー
ション能力の向上と同時に地域の活性化が期待でき、子どもたちが安心して健やかに育まれる環境づくりと地域の
教育力の向上を目指す。

地域の方は子どもたちの教育に自主的に関わっ
ていると思う市民の割合

55.5%

地域の方は子どもたちの教育に自主的に関わっ
ていると思う保護者の割合

81.2%

53.2%

83.8%

78.0% 81.6%

62.4%
教育政策市民満足
度調査（一般市民）

84.3%
教育政策市民満足
度調査（保護者）

61.2%
教育政策市民満足
度調査（一般市民）

5校区
（7校）

6校区 社会教育課調べ

・地域住民や各関係団体等多様なメンバーで構成する「地域学校協働本部」を整備し、地域と学校をつなぐ連絡調
整の役割を担う「地域学校協働活動推進員」を配置する。
・学習や部活動支援（郷土学習、授業補助等）、登下校の見守り、花壇等環境整備、地域行事と連携した取り組
み、地域人材の育成等の地域学校協働活動に取り組む。

実施校区（実施校）
2校区
（3校）

4校区
（6校）

76.3%

72.50%

教育政策市民満足
度調査（保護者）

73.00%
教育政策市民満足
度調査（子ども）

77.4%

地域でのイベントや行事などの活動を楽しいと
思う子どもの割合

76.50%
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